
土木交通部交通戦略課

公共交通の現状および意向に関す
るアンケート調査の分析結果

について
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今、ビジョンを見直す必要性

○ 滋賀県人口が、H25の142万人をピークに減少に転じる
○ 近江鉄道線の事業継続が課題として浮上
○ 新型コロナウイルス感染症の拡大
→ 利用者の減少、運転手不足等に加え、コロナ禍により交通事業者の経営環境
は極めて悪化しており、このままでは地域交通の維持は困難。

○ 北陸新幹線敦賀以西について、小浜京都ルートが与党決定
→ 広域交通施策の方針を自治体が単独で決めることは困難。広域交通施策に対
する県の関わり方を整理し、取り組んでいくことが必要。

○ 自動運転、MaaS等の新しい技術・仕組みの開発
→ エリア内のさまざまな交通サービスの検索・予約・決済を一括で行うMaaS
が世界で実用化。（例えばフィンランドが2016年にアプリ「Whim」を開発）
自動車大手が2020年代に自動運転の実用化を表明。
（トヨタ：2020年代前半。ホンダ：2025年ごろをめどにレベル４技術確立）

滋賀交通ビジョン策定（H25）以後の主な社会環境の変化

県民の日々の生活に密着した「地域交通」に特に焦点を当て、社会情勢
の変化に対応した、持続可能な交通ネットワークの維持・活性を目指し、
ビジョンを見直していくことが必要
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見直しの流れ

第２回懇話会
第３回懇話会

骨

ビジョン骨子策定

調査
• 公共交通の利用状況および、
関係者（自治体、住民、交通
事業者）の想いを把握

⇒現状調査（住民アンケート等）

• 将来の環境変化を踏まえた検
討が必要

⇒環境変化の推定

目指す姿

公共交通、自家用車、自転
車等、移動のベストミック
スにより、「誰もが、行き
たいときに、行きたいとこ
ろに移動ができる」

指標 目標

自家用車を運転できない
（しない、持たない）人で
も、地域交通によって「基
礎的な活動に応じた移動が
できる」

• 公共サービスとして、
「適正水準」、「効率
化」の観点が必要

• 地域特性に応じた指標を
設定

ビジョン骨子案

目指
す姿

目標

指標
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現状調査
①人口

将来、人口が減少するエリアが大部分ではあるものの、人口増加エリ
アは広範囲に存在しており、公共交通のカバー範囲が広域化
将来も一定人口が集積することから、今後の土地利用の変化を踏まえ
たとしても、公共交通の役割は変わらない

出典：国勢調査 出典：国土数値情報（500mメッシュ別将来推計人口〈H30国政局推計〉）

2040年総人口2020年総人口 総人口差分（2040-2020）
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現状調査
②運転免許返納者数

コロナの影響により、免許返納率は低下しているものの、高齢ドライ
バーによる事故の増加を踏まえ、政策的に免許返納は促進される

⇒地域の足として公共交通の必要性の高まり

「返納予定である」を選択した場合、
何歳ごろ返納予定か

出典：運転免許統計（警察庁）

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

▼滋賀県の運転免許返納者数 ▼自動車運転免許(自動二輪を含む)保有状況

75歳未満

12%
75歳以上
80歳未満

31%
80歳以上

58%

N=26
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現状調査
③通学状況

通勤・通学における公共交通分担率及び日常的・最低限必要な外出頻
度は、他目的と比較して高く、特に通学は突出して高い。

⇒通勤・通学における公共交通の必要性は高く、特に通学は必須

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

▼通勤・通学目的での利用交通手段割合

▼日常的な外出頻度

出典：R2国勢調査

▼最低限必要な外出頻度

※無回答・無効を除く



21%

9%

44%

29%

29%

41%

4%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したいと思える運行間隔

最低限確保すべき運行間隔

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い
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現状調査
④公共交通サービスレベル（人口カバー率）

公共交通（鉄道、バス）の人口カバー率は、300m以内で約66％
公共交通圏※内の人口について、運行間隔別割合では、最低限確保す
べき運行間隔の平均である「20分に1本以上（1時間に3本）」の割
合は約45％

平均

3.6(本/時)

▼公共交通に求めるサービス水準

2.7(本/時)

▼公共交通の人口カバー率 ▼運行間隔別の公共交通圏※人口カバー率

出典：国勢調査（250mメッシュ人口）

出典：国勢調査（250mメッシュ人口）

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

※通勤・通学時間帯（6-9時）の運行間隔

※鉄道800m圏およびバス300m圏
都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省都市局
都市計画課）において、公共交通沿線地域として鉄道駅
800m、バス停300m以内を徒歩圏と設定していることから、徒
歩で公共交通が利用できる範囲として上記範囲を公共交通
圏と定義

10分に1本以上
25%

15分に1本以上
9%

20分に1本以上
10%30分に1本以上

13%

1時間に1本以上
16%

2時間に1本以上
13%

それ以下
13%100m圏内

14%

200m圏内
29%

300m圏内
23%

500m圏内
23%

800m圏内
8%

1km圏内
1%

1.5km圏内
2%

それ以上
1%

※無回答・無効、予約制の回答を除く



1割未満
10%

1割以上
2割未満
20%

2割以上3割未満
50%

3割以上4割未満
0%

4割以上
5割未満
10%

5割以上
10%

N=10
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現状調査
⑤公共交通の実情

県内路線バスの8割が赤字であり、費用負担の約3割が行政負担
利用者数がコロナ前と比較して2割以上減少した地域鉄道※・バス事業
者が7割

赤字
81%

黒字
19%

出典：R2年度バス事業者提供資料

県内路線バス
839系統

出典：R3年度地域鉄道・バス事業者提供資料

運行経費
64億円 運賃収入

56%

行政による
補助金
32%

事業者負担
12%

出典：R2年度バス事業者提供資料

▼公共交通の赤字割合 ▼公共交通の費用負担割合

▼コロナ前後での県内地域鉄道※・バス事業者利用者減少率（R3/H30年度）

※近江鉄道は調査中

減少率2割以上が
全体の7割
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現状調査（住民アンケート）
①アンケート概要

○タイトル：公共交通の現状および意向に関するアンケート調査
○実施時期：令和4年10月11日(火)～令和4年10月31日(月)
○実施内容：滋賀県内の住民を対象とし、以下内容を把握

1.回答者属性
2.県内で利用する公共交通の状況
3.公共交通の現状に対する認識
4.新たな費用負担に対する意向
5.公共交通に求めるサービス水準
6.公共交通サービス向上に向け、必要な取組
7.自動車から公共交通への転換に向けた意向

○実施媒体：①住民アンケート（郵送・WEB）
※無作為に抽出した県内各市町350世帯、計6,650世帯対象
②県民アンケート（WEB)
※滋賀県HPにQRコード掲載

○回収数 ：計2,997通
（回収率40.6％）

住民アンケート概要

実施媒体 回収数 回収率

①住民アンケート（郵送・紙） 1,941
40.6%

①住民アンケート（WEB） 762

②県民アンケート（WEB） 294 -

合計 2,997 40.6%
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現状調査（住民アンケート）
②公共交通の運行状況に対する認知度

「知っていた」よりも少ないものの、「知らなかった」が約3割

①公共交通の利用・運行状況
県内では車利用が増加しており、公共交通の輸送人員は減少しています（図１）。
また、県内の公共交通(路線バス)のうち、約8 割の路線が赤字となっています（図２）。
このまま利用者数減少が続くと既存路線の維持が困難になり、公共交通が廃止となるおそれがあります。

【事前提示資料】

知っていた

36%

聞いたことがある程度

37%

知らなかった

25%

無回答・無効

2%

N=2,997



10

現状調査（住民アンケート）
③公共交通の費用負担に対する認知度・意向

費用負担状況は約4割が「知らなかった」と回答
県市町の運行費用の負担は８割以上が許容できると回答

②公共交通の費用負担状況
県内の公共交通に対しては、既に県、市、町により約３割の費用負担が
行われており、それにより維持が出来ています（図3）。

【事前提示資料】

▼費用負担状況に対する認知度 ▼県市町が運行費用を負担することへの考え

知っていた

23%

聞いたことがある
程度

36%

知らなかった

39%

無回答・無効

2%

N=2,997

許容できる

40%

どちらかと言えば
許容できる

46%

どちらかと言えば
許容できない

8%

許容できない

4%
無回答・無効

3%

N=2,997
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現状調査（住民アンケート）
④公共交通の多面的な効果の認知度・重要度

多面的な効果の認知度は約3割が「知らなかった」と回答
多面的な効果の重要度は約9割が「重要である」と回答

③公共交通がもたらす多面的な効果
公共交通は目的地までの移動を確保するだけでなく、地域に住み続けたいと考える人の増加や環境負荷軽減等、
多面的な効果をもたらすものです（図４）。
こうした多面的な効果を加味すると、営業収益が少ない場合であっても費用を上回る価値を発揮している可能性
があることから、公共交通の必要性はこの効果を踏まえて検討する必要があります。

【事前提示資料】

▼多面的な効果の認知度 ▼公共交通の維持に関しての多面的な効果の重要度

重要である

40%

どちらかと言えば
重要である

47%

どちらかと言え
ば重要でない

7%

重要でない

3%
無回答・無効

3%

N=2,997

知っていた

24%

聞いたことがあ
る程度

40%

知らなかった

33%

無回答・無効

3%

N=2,997
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現状調査（住民アンケート）
⑤公共交通の必要性、満足度

公共交通の必要性は「必要である」が約5割で、「どちらかと言えば
必要である」を加えると、約9割が「必要である」と回答
必要であると回答する一方で、満足度は半数近くが「満足でない」
「どちらかと言えば満足でない」と回答

▼公共交通の必要性 ▼公共交通に対する満足度

必要である

58%
どちらかと言えば

必要である

33%

どちらかと言えば
必要でない

4%

必要でない

2%
無回答・無効

3%

N=2,997

満足である

8%

どちらかと言えば
満足である

40%
どちらかと言えば

満足でない

33%

満足でない

15%

無回答・無効

4%

N=2,997

・将来、運転出来なくなったときに必要だから
・誰ひとりとりこぼさないまちづくりの意識を育てる事が、
町全体の平和・安心安全につながるから 等

「必要である」「どちらかと言えば必要である」を選択した理由

・車社会がなくならない限り、必要性を感じないから
・車に乗れなくてもネットスーパーや食料品店送迎、宅配等
の代替手段があるから 等

「どちらかと言えば必要でない」「必要でない」を選択した理由
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現状調査（住民アンケート）
⑥公共交通への新たな費用負担の意向

全体では、「思う」「どちらかと言えばそう思う」の合計がどちらも
６割程度を占める

※1

※2

※1

※2

▼公共交通の維持（サービスレベルの維持）に必要な費用の負担意向

▼公共交通への投資（サービスレベルの向上）に必要な費用の負担意向

・将来、自分も高齢者になり利用する可能性があるから
・子どもや高齢者の安全のためには必要だから 等

「思う」「どちらかと言えばそう思う」を選択した理由

※1 「鉄道、バスの利用頻度」について、「ほぼ毎日 」「週に3～4日程度」「週に1～2日程度」「月に数日程度」を選択
※2 「鉄道、バスの利用頻度」について、「年に数日程度」「ほぼ使わない」「使ったことはない」を選択

・維持していくためには仕方がないから
・負担額にもよるが維持は必要だと思うから 等

「思わないが負担はやむを得ない」を選択した理由

・公共交通を利用しないのに負担するのは不満だから
・現状納めている税金の範囲で補填するべき 等

「思わない」「どちらかと言えば思わない」を選択した理由

・利便性が向上すれば公共交通を利用しようと思うから
・投資による地域の活性化を期待しているから 等

「思う」「どちらかと言えばそう思う」を選択した理由

・より便利になってほしいから
・負担額にもよるがサービス向上は必要だと思うから等

「思わないが負担はやむを得ない」を選択した理由

・公共交通を利用しないのに負担するのは不満だから
・投資してもサービスが良くなると思えないから 等

「思わない」「どちらかと言えば思わない」を選択した理由
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出典：住民アンケート（2022年10月実施）
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大津・湖南地域 甲賀地域 東近江地域 湖東地域 湖北・高島地域

鉄道・電車 乗合バス
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57% 55% 52% 49% 49%

13% 12% 11% 6% 5%
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50%

100%

大津・湖南地域 甲賀地域 東近江地域 湖東地域 湖北・高島地域

鉄道・電車 乗合バス

N＝34,770 N＝6,170 N＝9,767 N＝7,262 N＝8,951

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

▼通勤・通学目的での利用交通手段割合（左：国勢調査、右：住民アンケート調査）

出典：R2国勢調査

通勤・通学

通学者

通勤・通学

14

現状調査（地域別分析）
①通学状況

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

通勤・通学における公共交通分担率は鉄道、バスともに大津・湖南地
域の割合が高いが、通学のみでは差があまりみられない

42 

49 

43 

39 

39 

31 

21 

21 

21 

21 

5 

2 

6 

4 

6 

1 

1 

1 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

18 

26 

27 

34 

31 

0% 50% 100%

大津・湖南地域

甲賀地域

東近江地域

湖東地域

湖北・高島地域

ほとんど毎日 週4～５日 週２～3日
週１日 月2～3日以下 月１日以下
この目的での移動はない

N=744

N=217

N=418

N=421

N=317

36 

48 

36 

28 

34 

36 

27 

31 

31 

33 

9 

7 

9 

11 

8 

2 

2 

3 

5 

3 

1 

2 

1 

7 

5 

6 

6 

5 

8 

10 

13 

18 

18 

0% 50% 100%

大津・湖南地域

甲賀地域

東近江地域

湖東地域

湖北・高島地域

ほとんど毎日 週4～５日 週２～3日
週１日 月2～3日以下 月１日以下
この目的での移動はない

N=705

N=210

N=394

N=421

N=301

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

▼通勤・通学目的の日常的な外出頻度 ▼通勤・通学目的の最低限必要な外出頻度

※無回答・無効を除く



41

6

8

8

5

11

12

9

7

2

10

6

12

18

3

9

19

19

19

17

11

31

16

14

30

10

9

14

16

29

9

16

22

18

14

大津・湖南地域

甲賀地域

東近江地域

湖東地域

湖北・高島地域

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上 15分に1本以上 20分に1本以上 30分に1本以上
1時間に1本以上 2時間に1本以上 それ以下

15

現状調査（地域別分析）
②公共交通サービスレベル（人口カバー率）

▼公共交通に求めるサービス水準

▼公共交通の人口カバー率 ▼運行間隔別の公共交通圏※人口カバー率

出典：国勢調査（250mメッシュ人口） 出典：国勢調査（250mメッシュ人口）

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

※通勤・通学時間帯（6-9時）の運行間隔

※鉄道800m圏およびバス300m圏
都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省都市局
都市計画課）において、公共交通沿線地域として鉄道駅
800m、バス停300m以内を徒歩圏と設定していることから、徒
歩で公共交通が利用できる範囲として上記範囲を公共交通
圏と定義

公共交通（鉄道、バス）の人口カバー率は、湖北・高島地域が相対的
に低い
公共交通圏※内の人口について、大津・湖南地域は「10分に1本以
上」の割合が高い

16

11

13

16

7

33

26

29

33

17

23

21

23

24

19

20

27

24

23

25

6

10

9

5

15

1

1

1

4

1
2

1

6

1

7

大津・湖南地域

甲賀地域

東近江地域

湖東地域

湖北・高島地域

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100m圏内 200m圏内 300m圏内 500m圏内
800m圏内 1km圏内 1.5km圏内 それ以上

21%

9%

44%

29%

29%

41%

4%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したいと思える運行間隔

最低限確保すべき運行間隔

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

平均

3.6(本/時)

2.7(本/時)

※無回答・無効、予約制の回答を除く



11

9

8

6

6

45

40

37

42

40

32

35

36

34

36

12

16

19

18

19

大津・湖南地域

甲賀地域

東近江地域

湖東地域

湖北・高島地域

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足である どちらかと言えば満足である
どちらかと言えば満足でない 満足でない

N=927

N=286

N=586

N=619

N=452

16

現状調査（地域別分析）
③公共交通の必要性、満足度

公共交通の必要性はどの地域も「必要である」が5割以上を占め、
「どちらかと言えば必要である」を加えると、約9割が「必要であ
る」と回答
必要であると回答する一方で、満足度はどの地域も半数近くが「満足
でない」「どちらかと言えば満足でない」と回答

▼公共交通の必要性 ▼公共交通に対する満足度

65

60

62

50

58

29

33

34

44

34

4

5

2

4

5

1

1

2

2

2

大津・湖南地域

甲賀地域

東近江地域

湖東地域

湖北・高島地域

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要である どちらかと言えば必要である
どちらかと言えば必要でない 必要でない

N=933

N=291

N=589

N=624

N=455

出典：住民アンケート（2022年10月実施）
※無回答・無効を除く



24 

20 

38 

38 

11

12

17

16

10

15

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=117

N=338

24 

23 

35 

30 

11

12

15

21

14

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=503

N=427

23 

25 

40 

35 

14

12

14

16

8

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=66

N=218

25 

22 

40 

38 

10

14

13

13

12

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=132

N=456

21 

17 

43 

40 

12

14

16

17

8

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=99

N=513

27 

25 

38 

37 

13

15

10

13

12

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=501

N=427

17

現状調査（地域別分析）
④公共交通への新たな費用負担の意向

サービスレベルの維持、向上ともに地域による差異は小さく、公共交
通利用あり、なしに関わらず5割以上が「思う」「どちらかと言えば
そう思う」と回答

※1

※2

▼公共交通の維持（サービスレベルの維持）に必要な費用の負担意向

▼公共交通への投資（サービスレベルの向上）に必要な費用の負担意向

※1 「鉄道、バスの利用頻度」について、「ほぼ毎日 」
「週に3～4日程度」「週に1～2日程度」「月に数日程度」を
選択
※2 「鉄道、バスの利用頻度」について、「年に数日程
度」「ほぼ使わない」「使ったことはない」を選択

大津湖南 甲賀 東近江

湖東 湖北・高島

※1

※2

大津湖南 甲賀 東近江

湖東 湖北・高島

29 

29 

37 

36 

17

16

9

8

7

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=65

N=218

32 

30 

37 

36 

15

14

7

10

9

9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=134

N=456

27 

23 

42 

39 

16

19

10

10

5

9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=100

N=513

思う
どちらかと言えばそう思う
思わないが負担はやむを得ない
どちらかと言えば思わない
思わない

※1

※2

※1

※2

※1

※2

※1

※2

29 

23 

38 

41 

12

13

13

9

8

13

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通
利用あり
公共交通
利用なし

N=117

N=338

※1

※2

※1

※2

※1

※2

※1

※2

出典：住民アンケート（2022年10月実施）
※無回答・無効を除く



県域指標案の設定
①各主体の責務・役割分担

人々は、移動することで「交
わり」「つながり」、様々な
レベルのコミュニティや経済
圏の活発な活動を生み出す

移動により、
人々の幸せと
地域の健康が
支えられ、文化
が守り育まれる

人々のニーズに応じた移動
サービスを提供する地域
交通は、欠かすことのでき
ない社会インフラ

【社会インフラである地域交通の維持・活性に向けた各主体の責務・役割を整理】

国 ：交通政策基本法に基づく施策の実施
自治体 ：地域における総合的な交通政策を立案・実施
住民 ：自治体の施策への理解と協力

公共交通を積極的に利用
交通事業者：自治体とともに施策を展開

公益的主体として社会インフラである地域交通を維持・管理

地域交通は営利事業のみならず、公共サービスの供給
という側面も持つことから、生活に必要な路線の維持に
自治体は一定の責務を負う

18



50%
39%
39%
36%
38%
34%
39%

26%

0% 25% 50% 75% 100%

10代
20代
30代
40代
50代

60歳以上65歳未満
65歳以上70歳未満

70歳以上

N=26
N=142
N=276
N=481
N=471
N=297
N=301
N=990

69%
58%
59%
59%
61%
60%
61%

44%

0% 25% 50% 75% 100%

10代
20代
30代
40代
50代

60歳以上65歳未満
65歳以上70歳未満

70歳以上

N=26
N=142
N=276
N=481
N=471
N=297
N=301
N=990

50%
58%

52%
52%

46%
42%

35%
21%

0% 25% 50% 75% 100%

10代
20代
30代
40代
50代

60歳以上65歳未満
65歳以上70歳未満

70歳以上

N=26
N=142
N=276
N=481
N=471
N=297
N=301
N=990

19

85%
85%

75%
74%

68%
60%

55%
30%

0% 25% 50% 75% 100%

10代
20代
30代
40代
50代

60歳以上65歳未満
65歳以上70歳未満

70歳以上

N=26
N=142
N=276
N=481
N=471
N=297
N=301
N=990

56%

34%

55%

38%

75%

42%

69%

51%

33%

16%

39%

11%

0%

20%

40%

60%

80%

通勤・通学 買物 通院・福祉 自由目的

全体 内訳（目的での外出あり） 内訳（目的での外出なし）

▼年齢階層別の公共交通が担うべきと回答した割合

▼外出有無別の公共交通が担うべきと回答した割合 外出有無別では、
・通勤・通学、通院・福祉目的で外出な
しも含め、担うべきの回答割合が高い

年齢階層別では、
・通勤・通学では、その目的での移動が
必要な全年代の回答割合が他目的と比
較して高い

・通院・福祉では、その目的での移動が
多い高齢者の回答割合が他目的と比較
して高い

県域指標案の設定
②地域交通が担うべき目的に関する県民の意向

通勤・通学 買物

通院・福祉 自由目的

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

※「現状の日常的な外出頻度」について「この目的での移動はない」と回答した場合を
「目的での外出なし」とし、それ以外の回答を「目的での外出あり」として集計

※ ※
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4 

3 

2 

18 

15 

22

22

24 

24 

28 

34 

0% 50% 100%

日常的な
外出頻度

最低限必要な
外出頻度

N=2,038

N=2,044

2 1 

5 

6 

6

8

30 

24 

55 

58 

0% 50% 100%

日常的な
外出頻度

最低限必要な
外出頻度

N=1,596

N=1,978

12 

7 

11 

7 

44 

36 

25

38

5 

6 

4 

5 

0% 50% 100%

日常的な
外出頻度

最低限必要な
外出頻度

N=2,014

N=2,117

56 

41 

33 

38 

7 

10 

2

3

1 

1 

1 

7 

0% 50% 100%

日常的な
外出頻度

最低限必要な
外出頻度

N=1,586

N=1,759

20

県域指標案の設定
③現状および最低限必要な外出頻度

通勤は最低限必要な外出頻度が高い一方で通院・福祉は低く、買物、
自由目的は週1～2日

▼通勤・通学 ▼買物

▼通院・福祉 ▼自由目的

平均

5.3(日/週)

4.7(日/週)

平均

2.6(日/週)

2.1(日/週)

平均

0.7(日/週)

0.6(日/週)

平均

1.3(日/週)

1.1(日/週)

ほとんど毎日 週4～５日 週２～3日 週１日 月2～3日以下 月１日以下
※無回答・無効、この目的での移動はないの回答を除く

出典：住民アンケート（2022年10月実施）



県域指標案の設定
④意向を踏まえた県域指標案

基礎的な活動機会の確保

ex.) 通院、通学、通勤、
生活必需品買い物

県域
指標

すべての県民が、
「基礎的な活
動」に応じた移
動ができる

交通は移動のための「手段」。障がい等の有無にかかわらず、すべて
の県民に保証すべき（生活に不可欠な活動）「移動目的」を「県域指
標」として設定。

21

住民アンケートの結果を踏まえると、
県域指標は“通勤・通学”“通院・福祉”を想定

※上記は現段階の案であり、市町アンケート等の住民以外の視点での調
査結果を踏まえて、第3回懇話会で決定する予定



22

県域指標案の設定
④目的別のギャップ状況
県域指標案の通勤・通学、通院・福祉の最低限確保すべき運行間隔を満
たす公共交通圏内カバー人口は通勤・通学で33％、通院・福祉で38%

▼最低限確保すべき運行間隔を満たす公共交通圏内カバー人口

▼公共交通に求めるサービス水準平均
(本/時) 3.6 2.7 2.7 2.0 2.6 2.0 2.7 1.9

21% 9% 7% 4% 7% 4% 7% 4%

44%

29% 32%
15%

28%
15%

32%
14%

29%

41% 41%

41%

42%

40%

39%

40%

4%
16% 14%

29%
16%

31%
14%

30%

2% 5% 3% 5% 1% 4%
1% 1% 2% 3% 2% 2% 4% 5%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

通勤・通学 買物 通院・福祉 自由目的

利用したいと
思える運行間隔

最低限確保
すべき運行間隔

利用したいと
思える運行間隔

最低限確保
すべき運行間隔

利用したいと
思える運行間隔

最低限確保
すべき運行間隔

利用したいと
思える運行間隔

最低限確保
すべき運行間隔

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本） 30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本 2時間に1本 1日に4～3本 それ以下でも良い

※平日6～9時、17～20時の平均の運行本数が
2.7以上の鉄道駅、バス停が対象

※平日9～17時の平均の運行本数が2.0以上の
鉄道駅、バス停が対象

33%

38%

67%

62%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤・通学

通院・福祉

圏内 圏外

※無回答・無効、予約制の回答を除く

出典：住民アンケート（2022年10月実施）
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県域指標案の設定
④目的別のギャップ状況（参考）
▼通勤・通学時間帯に運行本数が2.7本以上の
鉄道駅、バス停（黄丸）

▼通院・福祉時間帯に運行本数が2.0本以上の
鉄道駅、バス停（赤丸）

バス停

鉄道駅

通勤・通学時間帯
運行本数2.7以上
通院・福祉時間帯
運行本数2.0以上



県域指標を実現するための、地域特性（実態）に応じた具体的指標を
「地域指標」とする。
ビジョンで指標を「例示」し、各地域公共交通活性化協議会での具体
的指標設定を促す。指標設定に当たっては、少子高齢化の進展等、将
来の地域交通をとりまく環境変化を見据えて行うことが重要。
「利用者」と「効率化」両面の目線からの指標例を設定。

地域指標
（例示）
地域指標
（例示）

○○地域
自家用車利用と遜色ない移動

• 自宅から直近バス停まで100m以内
• ラッシュアワーバス運行/10分程度
• 鉄道運行/15分以内
路線乗車数○人以上

○○地域

交通空白の解消
• 自宅から直近バス停まで300m以内
• デマンド運行 1本/1時間以内
利用者数、収支率

○○地域
自家用車の代替可能

• 自宅から直近バス停まで100m以内
• バス運行/30分程度
• 鉄道運行２本/１時間以内
路線乗車密度○人以上

○○地域
交通不便の改善

• 自宅から直近バス停まで300m以内
• コミバス、デマンド運行

1本/1時間以内
乗合率、収支率

24

地域特性に応じた指標例の設定

整理中
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地域特性に応じた指標例の設定
①地域分類別の人口カバー状況

17

14

11

6

35

30

23

19

24

24

20

17

19

23

26

31

5

7

12

17

2

2

4

4

3

5

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100m圏内 200m圏内 300m圏内 500m圏内
800m圏内 1km圏内 1.5km圏内 それ以上

地域分類

▼公共交通の人口カバー率

▼運行間隔別の公共交通圏※人口カバー率

出典：国勢調査（250mメッシュ人口）

出典：国勢調査（250mメッシュ人口）

※鉄道800m圏およびバス300m圏 ※通勤・通学時間帯（6-9時）の運行間隔

42

13

8

11

12

9

4

5

9

12

11

4

8

18

16

15

10

13

34

25

10

17

13

18

9

18

15

22

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上 15分に1本以上 20分に1本以上 30分に1本以上
1時間に1本以上 2時間に1本以上 それ以下

地域分類①から④の順で公共交通の人口カバー率は低下
公共交通圏人口カバー率は地域分類①が突出して高い
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地域特性に応じた指標例の設定
②地域分類別の外出頻度
県域指標として想定している「通勤・通学」「通院・福祉」について、
日常および最低限必要な外出頻度は地域分類で大きな差はない

51 

57 

59 

61 

39 

31 

29 

29 

6 

7 

7 

6 

1 

2 

2 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

ほとんど毎日 週4～５日 週２～3日
週１日 月2～3日以下 月１日以下

N=478

N=534

N=363

N=185

39 

41 

44 

38 

40 

37 

35 

37 

10 

10 

11 

11 

2 

4 

2 

6 

1 

1 

1 

1 

8 

6 

7 

7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

ほとんど毎日 週4～５日 週２～3日
週１日 月2～3日以下 月１日以下

N=514

N=597

N=415

N=207

通勤・通学

通院・福祉

3 

3 

3 

3 

2 

1 

2 

2 

3 

5 

6 

6 

5 

7 

6 

7 

29 

29 

33 

29 

58 

55 

51 

53 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

ほとんど毎日 週4～５日 週２～3日
週１日 月2～3日以下 月１日以下

N=427

N=517

N=395

N=233

2 

2 

2 

1 

1 

2 

1 

1 

5 

6 

8 

8 

7 

8 

9 

8 

23 

23 

26 

28 

62 

60 

53 

53 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

ほとんど毎日 週4～５日 週２～3日
週１日 月2～3日以下 月１日以下

N=535

N=665

N=479

N=273

通勤・通学

通院・福祉

▼日常的な外出頻度 ▼最低限必要な外出頻度

平均

5.2(日/週)

5.3(日/週)

5.4(日/週)

5.4(日/週)

4.6(日/週)

4.7(日/週)

4.7(日/週)

4.5(日/週)

0.7(日/週)

0.7(日/週)

0.7(日/週)

0.8(日/週)

0.6(日/週)

0.7(日/週)

0.7(日/週)

0.7(日/週)

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

平均

平均 平均

※無回答・無効、この目的での移動はないの回答を除く
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29 

22 

18 

35 

44 

44 
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16 

19 

17 

1 

3 

4 
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1 

2 

2 

3 

3 

1 

2 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=503

N=619

N=450

N=247
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3 

4 

4 

23 

13 

12 

8 

40 

42 

38 

38 

26 

32 

34 

34 

2 

6 

7 

6 

1 

4 

3 

6 

2 

1 

2 

3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=495

N=614

N=442

N=239

34 

18 

12 

12 

48 

46 

44 

32 

14 

31 

36 

45 

3 

4 

6 

6 
1 

1 

1 

3 

1 

1 

2 

1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=537

N=597

N=417

N=231

13 

8 

7 

7 

43 

27 

23 

15 

34 

44 

45 

48 

8 

18 

21 

23 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

3 

1 

1 

2 

3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=532

N=595

N=415

N=235

27

地域特性に応じた指標例の設定
③地域分類別の公共交通に求めるサービス水準
「通勤・通学」「通院・福祉」ともに地域分類①から④の順で運行間隔
の意向は長くなる傾向にある

通勤・通学

通院・福祉

通勤・通学

通院・福祉

▼利用したいと思える運行間隔 ▼最低限確保すべき運行間隔

平均

4.3(本/時)

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

3.6(本/時)

3.2(本/時)

3.0(本/時)

3.2(本/時)

2.6(本/時)

2.4(本/時)

2.2(本/時)

平均

平均 平均

3.0(本/時)

2.5(本/時)

2.4(本/時)

2.2(本/時)

2.3(本/時)

1.9(本/時)

1.8(本/時)

1.7(本/時)

※無回答・無効、予約制の回答を除く



28

地域特性に応じた指標例の設定
④地域分類別の指標例

地
域
分
類
①

・車利用が比較的少なく、人口密度も高いため、
地域交通の積極的な利用を期待できる地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約76%
・通勤・通学時間帯で20分に1本以上の運行間
隔の鉄道駅、バス停の人口カバー率は約63％

●自家用車利用と遜色ない移動
・自宅から直近バス停まで200m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔20分
以内

●路線乗車密度〇人以上

地
域
分
類
②

・車利用は多いものの、人口密度が高く鉄道駅も近い
ため、車から地域交通への転換を期待できる地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約68%
・通勤・通学時間帯で30分に1本以上の運行間
隔の鉄道駅、バス停の人口カバー率は約52％

●自家用車の代替可能
・自宅から直近バス停まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔30分
以内

●路線乗車密度〇人以上

地
域
分
類
③

・車利用が多く人口密度も低い、かつ鉄道の運行本
数が少ないため、車との使い分けを前提としつつ、
交通不便の改善を図るべき地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約54%
・通勤・通学時間帯で30分に1本以上の運行間
隔の鉄道駅、バス停の人口カバー率は約39％

●交通不便の改善
・自宅から直近バス停まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔30分
以内（コミバス等：〇分以内）

●収支率〇％以上

地
域
分
類
④

・車利用が多く人口密度も低い、かつ鉄道駅が遠
いため、車利用を主としつつ、最低限のサービス
レベルを確保すべき地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約42%
・通勤・通学時間帯で30分に1本以上の運行間
隔の鉄道駅、バス停の人口カバー率は約35％

●公共交通空白地域の解消
・自宅から直近バス停まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔30分
以内（コミバス等：〇分以内）

●収支率〇％以上、利用者数〇人以上

県域指標、環境変化の推定等を踏まえ、 「利用者」と「効率化」両面から
指標例を設定 ※第3回懇話会で提示予定


